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大学や自治体の広報とソーシャルメディア
伊 藤 穣
はじめに
ソーシャルメディアが広く使われるようになり、組織の広報にも利用されるようになってきた。
しかし、登場から日の浅い新しいメディアであり、その社会的役割は流動的である。現状では広
報の効果は未知数であり、手法としても確立していない。手さぐりによる試験的な運用が大半で
あろうと考えられる。本稿では、とくに大学をはじめとする組織の広報に視点を定め、ユーザ数
の多い Twitterと Facebookページについて自治体や各大学の動向を追う。そしてその分析をと
おして、ソーシャルメディアの可能性について考察する。なお、データとして示す数値の大半は
概数である。
インターネット上の広報メディア
インターネットは、大学の広報において重要な位置を占めている。その主なメディアはウェブ
ページであるが、それ以外にも、メールマガジンやブログなどのサービスが利用される場合もあ
る。そして、近年ではソーシャルメディアの活用も進んできており、１００を超える大学が Facebook
ページを開設し運用している。これからの広報戦略を検討するうえでは、こうしたメディアのそ
れぞれの特徴を分析することが重要である。
本章では、分析する項目として（１）（情報発信の）積極性、（２）情報の量、（３）双方向性、（４）メ
ンテナンス性、（５）（情報発信者の立場は）組織か個人か、について比較を行う（表１）。それを
もとに、Twitterや Facebookページの特徴を探る。
（１）では、情報を受け取り利用する者、すなわちユーザに対して、情報を積極的に送信する場
合を「高」、情報の更新情報のみを送信する場合を「中」、ユーザによるアクセスが行われるまで
待機する場合を「低」とする。（２）は、提供しうる情報量を「多」「中」「少」の三段階で評価す
る。（３）は、ユーザからの反応を受容し情報発信に反映する仕組みについて、三段階で評価する。
（４）は、制作や運用の容易さを三段階で評価する。（５）は、情報発信の際の表現の仕方において、
組織としての公式なステートメントとするか、あるいは、担当者個人の個性が反映されうるかに
ついて、「組織」「個人」もしくはその併記のいずれかによって評価する。
表１：メディアの比較
積極性 情報の量 双方向性 メンテナンス性 組織／個人
ウェブページ 低 多 低 低 組織
メールマガジン 高 中 低 中 組織／個人
ブログ 中 中 中 高 組織／個人
Twitter 高 少 高 高 組織／個人
Facebookページ 高 中 高 高 組織
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ウェブページは、理屈の上では無制限に情報を追加し公開することができる。また、情報を内
容に応じて分類しツリー上に配置することによって、全体の構造を明確にできる。しかし、デザ
インやページの構築技術を外部委託する際に、多額のコストが必要となるだけでなく、その運用
においても、ある程度の技術力が必要となる。構造が明確であるがゆえに、情報の鮮度の管理も
重要である。また、ユーザによる能動的なアクセスがなければ情報を届けられない。
メールマガジンは、直接的にユーザに届けられるため、ユーザに最も早く接触しうるメディア
である。ただし、それは配信の登録をしたユーザに限定される。情報の量は、電子メールの常識
の範囲内とするのが通例であるが、一般的に文書としての構造を持つ場合が多いことから、相応
の内容が求められる。発行には、記事の執筆から校正など紙媒体での広報と類似する編集作業が
必要である。そのため発行の頻度も限られる。バックナンバーの取得にも手続きが必要である。
ブログは、民間のサービスを利用することで簡単に開設することができる。いくつもの大学が、
公式ホームページとは内容や印象の異なる情報発信のツールとして用いている。記事の内容や量
には制限はなく、執筆や編集も容易である。RSSにより更新情報を自動的に公開することができ
るなど、ある程度の積極性を備える。記事にコメント欄を設ける場合は双方向性も高まる。情報
も随時追加できる。しかし、ブログ自体にユーザの興味を喚起するだけ魅力がなければ、ユーザ
が能動的にアクセスしてくることは期待できない。情報を構造的に表現することも不得手である。
これらに対して、Twitterは、フォロワーに対しては積極的に情報を配信できる。字数制限か
ら必要最低限の記述によって表現するのが一般的であり、記事の執筆も容易である。フォロワー
以外でも情報の閲覧は可能であり、極めて即時性の高いメディアである。また、Facebookペー
ジは、ブログと同様に容易に記事を追加してゆくことができ、購読を希望するユーザには積極的
に情報を提示することができる。次章からは、この両者の活用状況を、特徴の詳細と実例を交え
て述べる。
Twitter の活用状況
主な特徴
Twitterは、１４０字までという字数制限があり、「ミニブログ」などと称されることがあるが、
それは特徴のひとつに過ぎない。広報メディアとして捉えた場合には、むしろタイムラインとい
う情報の表示形態にこそ新規性がある。ユーザが Twitterを利用する際には「クライアント」と
呼ばれるサイトやアプリケーションを介してサーバにアクセスする。クライアント上には、ユー
ザがフォロー（購読の登録）をしたアカウントの記事が時系列に従って表示される。刻々と新た
な記事が画面上部に表示されるため、場合によっては数分前の記事であっても画面外に押し出さ
れることもある。時間の経過とともに、記事が読まれる可能性が大きく減少してゆくことから、
時事性の高い情報との親和性の高いメディアであるとも言える。一方、頻繁にクライアントを利
用するユーザに対しては、情報が届く可能性は高いものと考えられる。ひとつひとつの情報のサ
イズが限定されていることから、モバイル端末での閲覧にも適している。
どのようなアカウントをフォローするかについては、ユーザの嗜好や問題意識に委ねられてお
り、タイムラインの構築や調整には能動性が必要である。しかしその設定が行われた以降は、ク
ライアント上では半自動的に情報が更新されるため、記事を閲覧する場面ではユーザは受動的で
ある。
また、アカウントの主体が多様でありながら、それがフラットであることも大きな特徴である。
一般的な個人から、政治家やタレントなど著名人だけでなく、企業などの団体や、創作されたキ
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ャラクターに至るまで、同じ仕組みで記事を投稿し、平等にタイムライン上に表示される。極端
な例としては、軍事作戦の実況に用いられたこともある。
さらに、他者の記事を転送する「リツイート」機能も大きな特徴である。リツイートされた記
事はフォロワーのタイムラインに表示され、さらにリツイートされる可能性もある。とくに、公
益性の高い情報はその傾向が強い。このことから、情報の拡散速度の速いメディアであるとも言
える。
自治体や企業による利用例
現在、多くの自治体は公式アカウントを運用している。アカウントポリシーを公開して、情報
発信の内容や、フォロー、返信（リプライ）等の方針を明示している場合も多い。
東京都庁は、２０１２年１２月に就任した猪瀬知事の指示により、都庁の全局がアカウントを取得し
表２：東京２３区の公式 Twitter の状況（２０１３年１月３０日現在）
人口 ツイート フォロー フォロワー フォロワー／人口
千代田区 ４８,５３８ １３９ ０ １２３１ ２.５４％
中央区 １２０,２９７ ４４ ０ ４４０ ０.３７％
港区 ２０８,３９７ ６２ ０ ２９７９ １.４３％
新宿区 ２８４,５１８ ３６０ ０ ３７０３ １.３０％
文京区 １９２,９６１ ５６７ ０ ２１２１ １.１０％
台東区 １６９,９９９ ９７３ １ ２１３６ １.２６％
墨田区 ２４０,６９１ ５１４ ０ １８７６ ０.７８％
江東区 ４５５,３６６ ５７ ０ ２６８１ ０.５９％
品川区 ３５３,５０２ １３５ ０ ３０２５ ０.８６％
目黒区 ２５５,０３８ ８２３ ０ ５４８９ ２.１５％
大田区 ６７６,３５９ ２６８ ０ １９４５ ０.２９％
世田谷区 ８４０,５２２ １２６ ０ １４７５８ １.７６％
渋谷区 １９９,４５０ ７８ １ ３３５４ １.６８％
中野区 ２９８,７８０ ４２ ０ ２６６０ ０.８９％
杉並区 ５２７,６７５ ２５５ ０ １０６７５ ２.０２％
豊島区 ２４８,２９９
北区 ３１７,２２７ １１６ ０ ２６５６ ０.８４％
荒川区 １９０,１６４ ３３６ ０ ２３３４ １.２３％
板橋区 ５１８,３５０ １９８ ０ ３６７６ ０.７１％
練馬区 ６９４,８８６ １２５ ０ ７２３４ １.０４％
足立区 ６４５,６７１ ４２７ ０ ７４７ ０.１２％
葛飾区 ４３４,５０８ ５１０ ０ ４００２ ０.９２％
江戸川区 ６５４,０３０ ４８０ ０ ５７０１ ０.８７％
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情報発信を開始した。これにより、従来の１３アカウントから、２０１３年１月３１日現在（以下、現在）
で３５アカウントにまで増加している。都庁の中には情報発信が馴染まない局もあり、職員の戸惑
いの声も聴かれる［１］。ユーザ側から見ると、アカウントが多数に及ぶため、いずれをフォロー
すべきかで混乱する可能性もある。現在、広報課のフォロワー数が約５０，０００、交通局、水道局、
警視庁犯罪抑止対策本部、消防庁などが２０，０００から３０，０００であるが、それ以外のほとんどのアカ
ウントのフォロワー数は５，０００以下であり、なかには１００程度というアカウントもある。こうした
都の動きは試験段階にあり、今後はアカウントの統合や整理などによって、より効率的な運用が
図られるものと思われる。
また、２３区の各区役所は、豊島区を除き公式アカウントを開設している（表２）。港区や江東
区、世田谷区のように防災情報に特化している場合や、新宿区のように区政情報なども含める場
合もある。平均のツイート（記事の書き込み）数は約３００件であるが、区によって４０件程度から
１，０００件までの幅があり、取り組みには大きな差が見られる。
東京都近郊の埼玉県の自治体では、たとえば新座市は、２０１０年１０月から運用を開始しており、
平均して１日に０．７件のツイートを行っている。現在、フォロワー数は約３，３００である。記事のほ
とんどはイベントや市の事業に関するものであり、公式ホームページへの誘導も多く見られる。
周辺の志木市、朝霞市、和光市なども同様である。
これらの自治体の人口とフォロワー数の比率を見てみると（表３）、東京都庁広報課０．４％、２３
区平均１．１％、埼玉県庁０．２％である。一方、新座市２．１％、富士見市２．２％、朝霞市２．３％、三芳
町３．９％、和光市４．３％、志木市４．８％、であった。これらの自治体は隣接しており行政上の繋が
りもあることから、フォロワーが相互に越境している可能性もある。また、近隣で多くの人口を
抱える自治体では、さいたま市０，９％、戸田市０．７％、越谷市０．６％、川越市０．３％、所沢市０．０５％
であった。こうした違いには、住民の年齢構成や生活スタイル、昼夜の人口の変動など様々な要
表３：東京都庁広報課および東京近郊の埼玉県の自治体における公式 Twitter の状況（２０１３年２月２
日現在）
人口 ツイート フォロー フォロワー フォロワー／人口
東京都庁広報課 １３２２２７６０ ３１２５ ６９ ５０２５２ ０.３８％
朝霞市 １３１０２２ ７２１ ０ ２９６０ ２.２６％
越谷市 ３２８９７４ １８４８ ０ ２０６２ ０.６３％
さいたま市 １２３６６６５ １９２１ ０ １１１２９ ０.９０％
志木市 ７０５１２ １３６７ ４６ ３４０６ ４.８３％
所沢市広報課 ３４２５１６ １９６ ０ １７２ ０.０５％
戸田市 １２６４００ ５４０ ０ ８５７ ０.６８％
新座市 １６０６４９ ５７５ １７ ３３０９ ２.０６％
ふじみ野市 １０８９３５ ４７５ ２６ １２４５ １.１４％
三芳町 ３８６４３ ２８５ ７ １５１９ ３.９３％
和光市 ８１３１５ ８５８ ２ ３５０７ ４.３１％
川越市防災危機管理課 ３４６９９３ １ ０ ９１６ ０.２６％
富士見市役所秘書広報課 １０７４５４ ５２８ ６５ ２３１８ ２.１６％
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因が考えらえるため、人口とフォロワー数の単純比較だけでは不十分ではあるが、概観すると、
比較的人口が多く、面積の広い自治体ほどフォロワーの比率が低い傾向が見られる。都や県との
比較では、生活に密着した身近な自治体がフォローされやすいと見ることもできる。また、狭山
市、入間市、草加市などは、公式アカウントを開設していない一方で、上尾市は市長をはじめ各
課や各保育園など多数のアカウントを運用している。２３区同様、こうした自治体の取り組みの状
況には大きな差が見られる。厳密な検証は今後の詳細な調査に委ねるが、このことは、ユーザが
Twitterに期待する情報の性質について分析する際の糸口となりうる。
企業や団体の中では、NHKが積極的であり、多くのアカウントを運用している。主要なもの
だけで１３あり、さらに番組やジャンルごとに７０以上ものアカウントが存在する。地方局の多くも
アカウントを独自に開設している。なかでも、NHKニュースは約６７０，０００ものフォロワー数を誇
る。また、広報局のアカウント NHK_PRはフォロワー数約５４０，０００の特異な存在である。番組の
情報などが時に恣意的にツイートされ、ネットスラングや軽妙洒脱な表現が目立ち、ユーザのリ
プライへ反応も多く見られる。こうした公式アカウントに似つかわしくない奔放さが、人気を集
める理由になっている模様である。担当者の個性が見えることによって、「個人と組織」のコミ
ュニケーションでありながら、「個人と個人」のコミュニケーションに近似したものとして捉え
られている可能性もある。これは、ソーシャルメディアを有効に活用するうえで、留意すべき重
要な要素である。
大学での利用
大学における Twitterの動向については、２０１０年に地域科学研究会高等教育情報センターによ
り大規模な調査が行われており、教職員の個人アカウントについても考察の対象に含めるなど多
面的な分析が行われている［２］。株式会社進研アドが発行する「Between」では、ソーシャル
メディア全体を見渡した調査と考察が行われている［３］。その後、Twitterを取り巻く状況はさ
らに変化していることから、本研究では改めて独自に調査を実施した。
東京およびその近郊の主要な５０大学を無作為に選出し調査したところ、Twitterの広報への利
用は、自治体の例と同様に様々な態様を見せている。表４は Twitterもしくは後述する Facebook
ページのアカウントを持つ大学を抽出し、ツイート数やフォロー、フォロワー数をまとめたもの
である。Twitterアカウントを開設していたのは２７大学であった。そのなかでも、広報課アカウ
ントを公式と位置付けている場合や、就職やキャリア関連の部局のみ開設しているという場合も
あり、全学的な取り組みとは言えない大学もある。また、ツイート数が少ないなど、活用に消極
的と見られる大学もある。
公式からツイートされる内容の多くは、入試関連情報や、イベントの告知、在学生向けの情報、
教員や学生の受賞、業績などの紹介である。ツイート数は大学によって多様であり、試験運用を
除いても百件程度から数千件までと幅広い。例を挙げると、法政大学は広報課以外に入学センター
やキャンパス別のキャリアセンター、学部やその他の機関など、それぞれにアカウントを開設し
ている。早稲田大学や中央大学などでは英語の記事もあり、国際化にも対応している。各大学と
も、記事の文体は公式の固い表現が大半であるが、共立女子大学の学食メニューに関する記事で
は砕けた表現が用いられているなど、Twitterならではの使用形態も見られる。フォロワー数は、
大学の規模との関連が見られる場合があるものの、むしろツイート数が多い大学ほどフォロワー
数が多い傾向が見られる。たとえば、学生数約３０，０００の明治大学広報課の現在のツイート数は１２２
件、フォロワーが２，２９９であるのに対し、学生数約２０，０００の立教大学のツイート数は２４９４件、フ
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表４：Twitter 公式アカウントを開設している大学の例（２０１３年１月３０日現在）
アカウント名 ツイート フォロー フォロワー FBページ
青山学院大学 ○
お茶の水女子大学 @OchadaiNews ２１５ ２ ７０１ ○
嘉悦大学 ○
学習院女子大学 ○
神奈川大学 @ku_official ５８８ ０ ４３７６ ○
慶応義塾広報室 @Keio_univ_PR １３６７ ０ ２４２０ ○
国際基督教大学 ○
駒澤大学キャリアセンター @Komazawacarecen ５５７ ０ ３０５２ ○
実践女子大学キャリアセンター @jissen_cc １９５ ５ ４５８
十文字学園女子大学 ○
上智大学キャリアセンター @Sophia_Career ３６４ ０ ９３４ ○
女子栄養大学 ○
白百合女子大学学生部キャリア支援課 @sc_career １８６ １４ ３８９
大正大学 ○
多摩大学学長室 @tamadaigaku ７０ ３ ２８６ ○
電気通信大学 ○
東京学芸大学 @TokyoGakugei ３４８ ０ ２１７４ ○
東京家政学院大学 ○
東京大学 @Todai_News ３５１ ２ ６６１９ ○
東洋大学 @Toyo_Uni ６ ０ ５３８０
日本大学 @nichidai １４３６ ０ ５２６０ ○
一橋大学 @Hitotsubashi_U １０ ０ ７４９ ○
文化女子大学 @BunkaGakuenUniv １６７９ ４２ １１３９
立教大学 @rikkyouniv ２４９４ ６３ １４７０２ ○
共立女子大学・共立女子短期大学 @kyoritsu_wu １８０ ３ ３２９ ○
恵泉女学園大学 @Keisen_Univ ２０９９ １７４１ １４９４ ○
首都大学東京 広報担当 @TMU_PR ３５ ０ ６８６ ○
昭和女子大学アドミッション企画会議 @ShowaJoshi ２６２ ６５ ２５８
清泉女子大学就職課 @seisen_shushoku ４５ ０ ２２７ ○
早稲田大学 @waseda_univ １６３８ ０ １６３０８ ○
大東文化大学 @daito_univ ４９３ ０ ２２５６
中央大学広報室 @Chuo_PR ２２０９ ７８３ ３０７５ ○
東京純心女子大学 ○
東京女子大学 @twcuPR ６５８ ０ ２８９１
文教大学 @Bunkyo_univ ５６３ １５５５ ３１４３ ○
法政大学広報・広聴課 @hosei_pr ２７３３ １９ ７０９０ ○
明治大学 @Meiji_Univ_PR １２２ ０ ２２９９
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ォロワーは１４，７０２件にのぼる。
なお、非公式アカウントの中には、実践女子大学 JISSEN_PRに見られるように、大学組織内
部からのものと思われる正確な情報が公開されていることから、公式と同等に評価しうるものも
ある一方で、大学組織と無関係に立ち上がっているものもあり、東京大学などいくつかの大学は
ホームページ上で注意を呼び掛けている。こうした事態への対処を含め、Twitterの運用には検
討すべき事柄が残されているといえる。
ほとんどの大学は、ユーザをフォローせず、リプライにも反応しないことを明示おり、情報の
配信のみに使用しているが、例外的な大学も見られる。文教大学は、３，１４３のフォロワー数に対
し、フォロー数は１，５５５である。また、恵泉女学園大学は、１，４９４のフォロワー数に対し、フォロー
数は１７４１であり、フォロワー数を上回っている。フォローの対象には高校生も多く含まれる模様
で、リフォロー（フォロワーをフォロー）したものと思われる。この大学では、フォロワーのツ
イートをリツイートしたり、在学生のリプライに反応したりするほか、大学業務と無関係な、担
当者の個人的な内容のつぶやきなどが含まれており、NHK_PRとも共通点がある。
Facebook ページの活用状況
主な特徴
Facebookページ（以下 FBページ）は、Facebookの提供するサービスのひとつである。組織
や著名人が、ユーザとの交流を目的とするウェブページを簡単に開設することができる。ブログ
と同様に、フォームに文章を書き込むことで、容易に記事の追加や編集ができる。Twitterと同
様、タイムラインという表示形式を備えており、記事は時系列の新しい順に上から表示される。
また、Facebookの基本的な機能である記事へのコメント機能や、「いいね！」機能を引き継いで
おり、タイムライン上のそれぞれの記事についてのコメントや「いいね！」の件数も表示される。
「いいね！」機能は、ユーザが記事への興味や関心などを簡単に表現する手段である。「いいね！」
リンクをクリックすることで、クリックしたユーザの名前と、全体の件数が集計される。また、
ウォールと呼ばれるユーザ自身向けの画面に記事が表示される。
Facebookにログインせずとも閲覧することが可能であるが、ログインしていた場合は先述の
機能を利用できるほか、記事を「シェア」することで、記事を取り込んで自身のタイムライン上
に表示することもできる。このようにして、口コミで記事が広がってゆくことから、Twitterの
リツイートと同様、ユーザによる情報の拡散が期待できる。
自治体や大学での利用
近年では、自治体や大学の広報にも利用されることが増えており、Twitterとの併用や、FBペー
ジのみ開設している組織もある。極端な例としては、佐賀県武雄市が公式サイトを FBページへ
と完全移行することを試みている。ただし、企業内ネットワークなどでは FBページへのアクセ
ス制限がかけられている場合があることから、その対応のため従来のウェブサイトも健在である。
東京近郊の大きな自治体としては、東京都庁のいくつかの部局や、埼玉県庁などが FBページ
を運用している。志木市は２０１３年１月３０日に運用を開始した。新座市、朝霞市、和光市などは現
在 FBページを開設していない。運用体制の違いからか、Twitter以上に自治体による取り組み
に差が見られる。
大学での利用については、先述の５０大学を調査したところ、２９大学が FBページを開設してい
た。そのうち、Twitterのアカウントを持たない大学は１０大学あった。なお、開設後に運用され
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ている形跡のない FBページはこの数値から除外している。いずれの大学もイベント等の情報を
掲載しているが、Twitterでは事前の告知が多くみられるのに対し、FBページでは写真を添えた
実施報告も見られる。
考察
これまでの調査結果を踏まえ、Twitterや FBページによる広報を行ううえで留意すべき点と
して、運用体制の整備と、双方向性の意味について論じる。
運用体制の整備
ソーシャルメディアは、開設は無料であるが、運用には人的なコストが必要である。震災や事
故などの緊急時のみの回線と位置付けるならば必要なときにだけ情報発信を行えばよい。しかし、
日常的な広報手段として成立させるには、ユーザからフォローされることや「いいね！」によっ
て購読されることを目指さなければならない。ユーザのこうしたアクションがなければ、情報を
即時的に届けることができないからである。そのためには、アカウントに何らかの魅力が備わっ
ていなければならない。
魅力として考えられるのは、有益な情報や、娯楽的な要素である。大学における有益な情報と
しては、施設の利用可能時間の変更や、予定外の全学休校などの臨時的な情報のほかに、提出書
類の期限や学事歴関連の情報、気象情報、教員や学生の受賞など、様々なものが考えられる。娯
楽的な要素としては、大学に関する豆知識や、担当者の個人的なつぶやきなどが挙げられる。
こうしたユーザサイドに立った情報発信を行うには、学内において、担当者に情報を集約する
仕組みを整備し、機能させることが重要であると同時に、担当者自身が、学内において取材行動
を行うべきであると考える。情報を所有する者が、必ずしも広報としての価値を理解していると
は限らないからである。
双方向性の意味
ソーシャルメディアの特徴のひとつは、１章で示したように、高い双方向性である。ユーザの
反応を得ることで、発信した情報の価値について再認識することに繋がる。同時に、情報を拡散
する効果も期待できる。ただし、ことに大学という組織においては、留意すべき事柄がある。そ
れは、ユーザと大学との間に、信頼関係が必要であるということである。旧来のメディアと同様
に情報発信に徹し、一切のリフォローを行わないのであれば問題とはならないが、双方向性を活
かし、ユーザとの交流を図るうえでは重要な要素である。
大学は、単位の認定のほか、学生の処遇を決定する権限を保持している。受験生についてもそ
の合否を決定する。Twitterを例にとるならば、このことは一部のユーザにとって、大学のアカ
ウントをフォローする上での脅威となりうる。なぜならば、フォローするという行為は、相手に
存在を知らしめることでもあり、場合によってはリフォローされることもあるからである。そう
なると過去の無防備なつぶやきも大学によって閲覧されてしまう。その内容は時に大学への批判
や友人同士の赤裸々な会話である場合もある。これが自身にとって不利益な結果となることを恐
れるユーザの存在は想像に難くない。フォローの受け入れの可否を選択できる、いわゆる「鍵付
き」の設定をすることで、大学からのフォローを避けることは可能であるが、交友関係を広げる
うえでの障害となるなど、鍵付き設定をすることに抵抗のあるユーザもいるものと思われる。複
数のアカウントを使い分ける方法もあるが、煩雑であり、アクセスも減少することが懸念される。
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そうしたユーザが安心してフォローできるようにするための方策としては、記事に親しみ易い
表現を用いることによって、組織としての顔ではなく、個人としての顔を押し出してゆくことが
考えられる。組織よりも、個人として対応することが、信頼の獲得につながると考えられるから
である。ただし、こうした対応を行うことは、一貫性が保たれる必要があり、かつ労力が伴うた
め、担当者の負担となる。そのことを組織として充分に認識したうえで姿勢を決定してゆくべき
であると考える。
まとめ
本研究では、Twitterと Facebookページを取り上げ、ソーシャルメディアの広報への利用に
ついて、自治体と大学の動向を調査した。その結果から、現状では試験的な運用も多く、その活
用にも大きな差があることが分かった。こうした差が生じる原因としては、ソーシャルメディア
がまだ新しいメディアであり、その効果や、欠点についての検証が不十分であることが考えられ
る。数年後には、社会の趨勢としてさらに別のサービスに移行している可能性もあることから、
状況を静観している場合もあるものと思われる。
しかし、こうした新しいメディアを積極的に活用することには大きな意味がある。今後、さら
に新しいソーシャルメディアが登場したときに、それまでの経験の蓄積から、より的確に評価し
活用できると考えられるからである。また、情報発信のために整えた体制は、そのまま次代の広
報メディアの運用にも受け継いでいくことができる。
ソーシャルメディアは、即時性や、双方向性という点で、従来にない広報の形を実現しつつあ
る。今後は、モバイル化の波によって、さらに大きな動きへと加速する可能性もある。組織と人
のコミュニケーションの未来を占うためにも、注視してゆくことが重要であると考える。
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